
告 示

�愛媛県告示第８号
次の地籍調査の結果は、国土調査法（昭和２６年法律第１８０号）第

１９条第２項の規定に基づき国土調査の成果として認証したから、同

条第４項の規定に基づき次のとおり公告する。

平成２５年１月１１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 地籍調査の実施者、地域、調査期間及び成果の名称

実施者 地 域 調 査 期 間 成果の名称

大洲市 拓海 平成２２年度から
平成２３年度まで

大洲市の
地籍図及び地籍簿

大洲市 下新谷等３単位
区域

平成２２年度から
平成２３年度まで

大洲市の
地籍図及び地籍簿

２ 認証年月日

平成２５年１月１１日

�愛媛県告示第９号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第５条第１項の規定に基づき、

平成２４年１２月２８日、肱川地域森林計画を立てた。

肱川地域森林計画に係る地域森林計画書及び森林計画図は、南予

地方局産業経済部八幡浜支局森林林業課において公衆の縦覧に供す

る。

平成２５年１月１１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第１０号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第５条第５項の規定に基づき、

平成２４年１２月２８日、中予山岳地域森林計画を変更した。

中予山岳地域森林計画の変更に係る地域森林計画書及び森林計画

図は、中予地方局産業経済部久万高原森林林業課において公衆の縦

覧に供する。

平成２５年１月１１日

愛媛県知事 中 村 時 広

発 行 愛 媛 県
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�愛媛県告示第１１号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第５条第５項の規定に基づき、

平成２４年１２月２８日、東予地域森林計画を変更した。

東予地域森林計画の変更に係る地域森林計画書及び森林計画図は、

東予地方局産業経済部森林林業課において公衆の縦覧に供する。

平成２５年１月１１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第１２号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第５条第５項の規定に基づき、

平成２４年１２月２８日、今治松山地域森林計画を変更した。

今治松山地域森林計画の変更に係る地域森林計画書及び森林計画

図は、東予地方局産業経済部今治支局森林林業課及び中予地方局産

業経済部森林林業課において公衆の縦覧に供する。

平成２５年１月１１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第１３号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第５条第５項の規定に基づき、

平成２４年１２月２８日、南予地域森林計画を変更した。

南予地域森林計画の変更に係る地域森林計画書及び森林計画図は、

南予地方局産業経済部森林林業課において公衆の縦覧に供する。

平成２５年１月１１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１４号
次の保安林を解除予定保安林にしたから、森林法（昭和２６年法律

第２４９号）第３０条の２第１項の規定により告示する。

平成２５年１月１１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 解除予定保安林の所在場所

南宇和郡愛南町緑甲１２２６の３

２ 保安林として指定された目的

土砂の流出の防備

３ 解除の理由

道路用地とするため

�������
�愛媛県告示第１５号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２６条の２第２項の規定により、

次のように保安林の指定を解除する。

平成２５年１月１１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 解除に係る保安林の所在場所

八幡浜市五反田２番耕地５３１の４、２番耕地５３２の４

２ 保安林として指定された目的

土砂の流出の防備

３ 解除の理由

農道用地とするため

�������
�愛媛県告示第１７号
測量法（昭和２４年法律第１８８号）第３９条において準用する同法第

１４条第１項の規定に基づき、松山市長から次のとおり公共測量を実

施する旨の通知があった。

平成２５年１月１１日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 作業種類 公共測量（ＭＭＳ測量）

２ 作業期間 平成２４年１２月２１日から

平成２５年３月２９日まで

３ 作業地域 松山市

�������
�愛媛県告示第１８号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第２項において準用

する同法第２０条第２項の規定に基づき、新居浜都市計画用途地域の

変更に係る都市計画の図書の写しを愛媛県庁において公衆の縦覧に

供する。

平成２５年１月１１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第１９号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第２項において準用

する同法第２０条第２項の規定に基づき、新居浜都市計画特定用途制

限地域の変更に係る都市計画の図書の写しを愛媛県庁において公衆

の縦覧に供する。

平成２５年１月１１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１６号
漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第１０条の規定に基づき、平成２５年１月１日次のように区画漁業を免許した。

平成２５年１月１１日

愛媛県知事 中 村 時 広

免 許 番 号 漁 業 権 者 の 住 所 及 び 氏 名 免 許 の 内 容 漁 業 権 の 存 続 期 間

伊特区第２１号 松山市高浜町４丁目１５０３番地１０４
高浜町漁業協同組合

平成２４年７月２０日付け愛媛県
告示第９３４号のとおり

平成２５年１月１日から
平成２６年３月３１日まで

伊特区第２２号 〃
〃 〃 〃

宇特区第３９６号 宇和島市桝形町２丁目６番１１号
宇和島漁業協同組合 〃 〃

愛 媛 県 報平成２５年１月１１日 第２４３５号

７
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�愛媛県告示第２０号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２１条第２項において準用

する同法第２０条第２項の規定に基づき、新居浜都市計画公園の変更

に係る都市計画の図書の写しを愛媛県庁において公衆の縦覧に供す

る。

平成２５年１月１１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第２１号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８４条において準用する同

法第１８条第１６項の規定により、道前道後土地改良区連合から次のと

おり役員が就任し、及び退任した旨の届出があった。

平成２５年１月１１日

愛媛県中予地方局長 岡 本 靖

就 任

退 任

�������
�愛媛県告示第２２号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第３０条第２項の規定により、

浮穴土地改良区の定款の変更を認可した。

平成２５年１月１１日

愛媛県中予地方局長 岡 本 靖

�愛媛県告示第２３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２５年１月１１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第２４号
都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第３６条第１項に規定する開発行為に関する工事が次のとおり完了した。

平成２５年１月１１日

愛媛県中予地方局長 岡 本 靖

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 和 田 治 樹 東温市樋口５４７番地

〃 伊 藤 宏太郎 西条市大町２４４番地４

〃 越 智 喜代晴 西条市広岡４１０番地

〃 佐 伯 正 昭 西条市丹原町高松甲５３１番地２

〃 横 江 政 雄 西条市周布１５５３番地

〃 松 岡 武 司 松山市余戸南六丁目４番２１号

〃 三 好 通 昭 松山市来住町２２８番地

〃 �須賀 功 東温市志津川６３０番地

〃 松 田 清太郎 伊予郡松前町大字東古泉３４９番地

役員の種類 氏 名 住 所

理 事 和 田 治 樹 東温市樋口５４７番地

〃 伊 藤 宏太郎 西条市大町２４４番地４

〃 茅 原 安 夫 西条市小松町安井甲４８８番地１

〃 渡 部 桂 西条市丹原町池田１５００番地４

〃 越 智 勝 茂 西条市国安７４４番地

〃 松 田 清太郎 伊予郡松前町大字東古泉３４９番地

〃 松 岡 武 司 松山市余戸南六丁目４番２１号

〃 �須賀 功 東温市志津川６３０番地

〃 三 好 通 昭 松山市来住町２２８番地

〃 � 本 義 一 伊予市森２３６番地

監 事 池 田 清 美 松山市東方町甲１７１３番地

〃 黒 河 竹 志 西条市丹原町徳能４３４番地１

〃 小笠原 通 夫 伊予市上三谷２２３５番地

監 事 渡 部 金一郎 西条市丹原町志川甲１０２７番地

〃 池 田 清 美 松山市東方町甲１７１３番地

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 松山北条線
松山市西谷甲６００番２から

同市西谷乙２４８番３まで

旧 ２１．４～６２．４ ０．０１７

新 ２１．４～２２．９ ０．０１７

〃 湯山北条線
松山市西谷甲６００番２から

同市西谷乙２４８番３まで

旧 ２１．４～６２．４ ０．０１７

新 ２１．４～２２．９ ０．０１７

〃 長井方堀江線
松山市西谷乙２４８番３から

同市西谷甲６００番２まで

旧 ２１．４～６２．４ ０．０１７

新 ２１．４～２２．９ ０．０１７

愛 媛 県 報平成２５年１月１１日 第２４３５号
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訓 令

�愛媛県告示第２５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２５年１月１１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第２６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２５年１月１１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第２７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２５年１月１１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県訓令第１号
庁 中 一 般

各地方機関

愛媛県地方局事務決裁規程及び愛媛県地方局処務規程の一部を改正する訓令を次のように定める。

平成２５年１月１１日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県地方局事務決裁規程及び愛媛県地方局処務規程の一部を改正する訓令

（愛媛県地方局事務決裁規程の一部改正）

第１条 愛媛県地方局事務決裁規程（昭和５５年愛媛県訓令第１０号）の一部を次のように改正する。

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 河辺小田線
大洲市河辺町川崎１５５９番から

同町川崎１５５７番まで

旧 ３．７～５．８ ０．０９５

新 ６．０～１６．８ ０．０９５

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 柳沢新谷停車場線
大洲市柳沢乙１６７６番４から

同市柳沢乙１６７６番１まで

旧 ６．２～１４．５ ０．０２５

新 １２．５～３３．３ ０．０２５

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 柳沢新谷停車場線
大洲市柳沢乙１６７６番４から

同市柳沢乙１６７６番１まで
平成２５年１月１１日

検 査 済 証 の 番 号
及 び 交 付 年 月 日

工 事 を 完 了 し た 開 発 区 域 又 は
工 区 に 含 ま れ る 地 域 の 名 称

開 発 許 可 を 受 け た
者 の 住 所 及 び 氏 名

２４中局建（開）第４０号

平成２４年１２月２８日
伊予市宮下字大上戸５４４番１

東温市田窪３００４番地８

メゾンフローラ１０１号

武 智 晋 哉
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次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表第５（第４条関係）

局長の権限に属する建設部関係事務に係る特定決裁事項

別表第５（第４条関係）

局長の権限に属する建設部関係事務に係る特定決裁事項

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分
組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁区分

局

長

専決者
局

長

専決者

部

長

課

長

部

長

課

長

建

築

指

導

課

１～７

省略

建

築

指

導

課

１～７

省略

８ 都市

の低炭

素化の

促進に

関する

法律の

施行に

関する

事務

１ 集約都市開発事業計画の基準

適合に係る同意及び変更の同意

（第１０条 第２項、第１１条 第２

項）

○

２ 低炭素建築物新築等計画の認

定及び変更の認定（第５３条第１

項、第５５条第１項）

○

３ 低炭素建築物新築等計画及び

その変更の建築主事への通知

（第５４条 第３項、第５５条 第２

項）

○

４ 報告の徴収（第５６条） ○

５ 改善命令（第５７条） ○

６ 低炭素建築物新築等計画の認

定の取消し（第５８条）

○

９ 省略 ８ 省略

１０ 省略 ９ 省略

１１ 省略 １０ 省略

１２ 省略 １１ 省略

１３ 省略 １２ 省略

１４ 省略 １３ 省略

１５ 省略 １４ 省略

別表第７（第４条関係）

土木事務所長の権限に属する事務に係る特定決裁事項

別表第７（第４条関係）

土木事務所長の権限に属する事務に係る特定決裁事項

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁

区分

組

織

名

事務の

種 類
事 項

決裁

区分

所

長

専

決

者
所

長

専

決

者

課

長

課

長

用

地

管

理

課

１～４７

省略

用

地

管

理

課

１～４７

省略

４８ 都市

の低炭

素化の

促進に

１ 集約都市開発事業計画の基準適合

に係る同意及び変更の同意（第１０条

第２項、第１１条第２項）

○

２ 低炭素建築物新築等計画の認定及 ○
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（愛媛県地方局処務規程の一部改正）

第２条 愛媛県地方局処務規程（昭和５６年愛媛県訓令第４０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

関する

法律の

施行に

関する

事務

び変更の認定（第５３条第１項、第５５

条第１項）

３ 低炭素建築物新築等計画及びその

変更の建築主事への通知（第５４条第

３項、第５５条第２項）

○

４ 報告の徴収（第５６条） ○

５ 改善命令（第５７条） ○

６ 低炭素建築物新築等計画の認定の

取消し（第５８条）

○

４９ 省略 ４８ 省略

５０ 省略 ４９ 省略

５１ 省略 ５０ 省略

５２ 省略 ５１ 省略

備考 １ 東予地方局今治土木事務所においては、この表組織

名の欄中「用地管理課」とあるのは、同表１の部から

４の部まで、５の部２の項�から�まで、３の項及び

４の項、６の部から９の部まで、１２の部から３６の部ま

で、３８の部から４０の部まで、４３の部１の項並びに５２の

部に掲げる事務については「管理課」と、同表１０の部

及び１１の部に掲げる事務については「用地課」とし

て、同表の規定を適用する。

２・３ 省略

４ 南予地方局大洲土木事務所及び南予地方局西予土木

事務所においては、この表組織名の欄中「用地管理

課」とあるのは、同表１の部から４の部まで、５の部

２の項�から�まで、３の項及び４の項、６の部から

９の部まで、１２の部から３６の部まで、３８の部、４３の部

１の項並びに５２の部に掲げる事務については「事業管

理課」と、同表１０の部及び１１の部に掲げる事務につい

ては「用地課」として、同表の規定を適用する。

５ 南予地方局八幡浜土木事務所においては、この表組

織名の欄中「用地管理課」とあるのは、同表１の部か

ら９の部まで及び１２の部から５２の部までに掲げる事務

については「管理課」と、同表１０の部及び１１の部に掲

げる事務については「用地課」として、同表の規定を

適用する。

備考 １ 東予地方局今治土木事務所においては、この表組織

名の欄中「用地管理課」とあるのは、同表１の部から

４の部まで、５の部２の項�から�まで、３の項及び

４の項、６の部から９の部まで、１２の部から３６の部ま

で、３８の部から４０の部まで、４３の部１の項並びに５１の

部に掲げる事務については「管理課」と、同表１０の部

及び１１の部に掲げる事務については「用地課」とし

て、同表の規定を適用する。

２・３ 省略

４ 南予地方局大洲土木事務所及び南予地方局西予土木

事務所においては、この表組織名の欄中「用地管理

課」とあるのは、同表１の部から４の部まで、５の部

２の項�から�まで、３の項及び４の項、６の部から

９の部まで、１２の部から３６の部まで、３８の部、４３の部

１の項並びに５１の部に掲げる事務については「事業管

理課」と、同表１０の部及び１１の部に掲げる事務につい

ては「用地課」として、同表の規定を適用する。

５ 南予地方局八幡浜土木事務所においては、この表組

織名の欄中「用地管理課」とあるのは、同表１の部か

ら９の部まで及び１２の部から５１の部までに掲げる事務

については「管理課」と、同表１０の部及び１１の部に掲

げる事務については「用地課」として、同表の規定を

適用する。

改 正 後 改 正 前

（地方局長に対する事務の委任）

第１３条 省略

２～４ 省略

５ 地方局長に委任する事務のうち、建設部に関するものは、別に

定めるものを除くほか、次に掲げるものとする。

�～�の５４ 省略

�の５５ 都市の低炭素化の促進に関する法律（以下「都市低炭素

化法」という。）第１０条第２項（都市低炭素化法第１１条第２項

において準用する場合を含む。）の規定に基づく集約都市開発

（地方局長に対する事務の委任）

第１３条 省略

２～４ 省略

５ 地方局長に委任する事務のうち、建設部に関するものは、別に

定めるものを除くほか、次に掲げるものとする。

�～�の５４ 省略
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事業計画の基準適合に係る同意に関すること。

�の５６ 都市低炭素化法第５３条第１項の規定に基づく低炭素建築

物新築等計画の認定に関すること。

�の５７ 都市低炭素化法第５４条第３項（都市低炭素化法第５５条第

２項において準用する場合を含む。）の規定に基づく低炭素建

築物新築等計画及びその変更の建築主事への通知に関するこ

と。

�の５８ 都市低炭素化法第５５条第１項の規定に基づく低炭素建築

物新築等計画の変更の認定に関すること。

�の５９ 都市低炭素化法第５６条の規定に基づく報告の徴収に関す

ること。

�の６０ 都市低炭素化法第５７条の規定に基づく改善命令に関する

こと。

�の６１ 都市低炭素化法第５８条の規定に基づく低炭素建築物新築

等計画の認定の取消しに関すること。

�の６２ 省略

�の６３ 省略

�の６４ 省略

�の６５ 省略

�の６６ 省略

�の６７ 省略

�の６８ 省略

�の６９ 省略

�の７０ 省略

�の７１ 省略

�の７２ 省略

�の７３ 省略

�の７４ 省略

�の７５ 省略

�の７６ 省略

�の７７ 省略

�の７８ 省略

�～� 省略

６ 省略

（土木事務所長等の専決事項）

第１６条 地方局土木事務所長の専決処理すべき事項は、次に掲げる

とおりとする。ただし、異例又は重要と認められるものについて

は、あらかじめ地方局長の承認を受けなければならない。

�～�の５７ 省略

�の５８ 都市低炭素化法第１０条第２項（都市低炭素化法第１１条第

２項において準用する場合を含む。）の規定に基づく集約都市

開発事業計画の基準適合に係る同意に関すること。

�の５９ 都市低炭素化法第５３条第１項の規定に基づく低炭素建築

物新築等計画の認定に関すること。

�の６０ 都市低炭素化法第５４条第３項（都市低炭素化法第５５条第

２項において準用する場合を含む。）の規定に基づく低炭素建

築物新築等計画及びその変更の建築主事への通知に関するこ

と。

�の６１ 都市低炭素化法第５５条第１項の規定に基づく低炭素建築

物新築等計画の変更の認定に関すること。

�の６２ 都市低炭素化法第５６条の規定に基づく報告の徴収に関す

ること。

�の６３ 都市低炭素化法第５７条の規定に基づく改善命令に関する

�の５５ 省略

�の５６ 省略

�の５７ 省略

�の５８ 省略

�の５９ 省略

�の６０ 省略

�の６１ 省略

�の６２ 省略

�の６３ 省略

�の６４ 省略

�の６５ 省略

�の６６ 省略

�の６７ 省略

�の６８ 省略

�の６９ 省略

�の７０ 省略

�の７１ 省略

�～� 省略

６ 省略

（土木事務所長等の専決事項）

第１６条 地方局土木事務所長の専決処理すべき事項は、次に掲げる

とおりとする。ただし、異例又は重要と認められるものについて

は、あらかじめ地方局長の承認を受けなければならない。

�～�の５７ 省略
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こと。

�の６４ 都市低炭素化法第５８条の規定に基づく低炭素建築物新築

等計画の認定の取消しに関すること。

�の６５ 省略

�の６６ 省略

�の６７ 省略

�の６８ 省略

�の６９ 省略

�の７０ 省略

�の７１ 省略

�の７２ 省略

�の７３ 省略

�の７４ 省略

�の７５ 省略

�の７６ 省略

�の７７ 省略

�の７８ 省略

�の７９ 省略

�の８０ 省略

�の８１ 省略

�の８２ 省略

�の８３ 省略

�の８４ 省略

�の８５ 省略

�の８６ 省略

�の８７ 省略

�の８８ 省略

�の８９ 省略

�の９０ 省略

�の９１ 省略

�の９２ 省略

�の９３ 省略

�の９４ 省略

�の９５ 省略

�の９６ 省略

�の９７ 省略

�の９８ 省略

�の９９ 省略

�の１００ 省略

�の１０１ 省略

�の１０２ 省略

�の１０３ 省略

�の１０４ 省略

�の１０５ 省略

�の１０６ 省略

�の１０７ 省略

�～� 省略

２ 前項本文の規定にかかわらず、東予地方局四国中央土木事務所

長の専決処理すべき事項は、同項第１号から第１３号の８２まで及び

第１４号から第３３号までに掲げるとおりとし、東予地方局今治土木

事務所長の専決処理すべき事項は、同項第１号から第１１号まで、

第１１号の３から第１１号の７まで、第１１号の９、第１１号の１０（同号

にあつては、浄化槽の構造上の基準及び浄化槽工事の技術上の基

�の５８ 省略

�の５９ 省略

�の６０ 省略

�の６１ 省略

�の６２ 省略

�の６３ 省略

�の６４ 省略

�の６５ 省略

�の６６ 省略

�の６７ 省略

�の６８ 省略

�の６９ 省略

�の７０ 省略

�の７１ 省略

�の７２ 省略

�の７３ 省略

�の７４ 省略

�の７５ 省略

�の７６ 省略

�の７７ 省略

�の７８ 省略

�の７９ 省略

�の８０ 省略

�の８１ 省略

�の８２ 省略

�の８３ 省略

�の８４ 省略

�の８５ 省略

�の８６ 省略

�の８７ 省略

�の８８ 省略

�の８９ 省略

�の９０ 省略

�の９１ 省略

�の９２ 省略

�の９３ 省略

�の９４ 省略

�の９５ 省略

�の９６ 省略

�の９７ 省略

�の９８ 省略

�の９９ 省略

�の１００ 省略

�～� 省略

２ 前項本文の規定にかかわらず、東予地方局四国中央土木事務所

長の専決処理すべき事項は、同項第１号から第１３号の７５まで及び

第１４号から第３３号までに掲げるとおりとし、東予地方局今治土木

事務所長の専決処理すべき事項は、同項第１号から第１１号まで、

第１１号の３から第１１号の７まで、第１１号の９、第１１号の１０（同号

にあつては、浄化槽の構造上の基準及び浄化槽工事の技術上の基
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公 告

公営企業告示

正 誤

�正 誤

平成２４年１２月１８日付け第２４３０号愛媛県告示第１５０６号（土砂災害警

戒区域の指定）中

�������
�正 誤

平成２４年１２月１８日付け第２４３０号愛媛県告示第１５０７号（土砂災害警

戒区域及び土砂災害特別警戒区域の指定）中

附 則

この訓令は、公布の日から施行する。

�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第２５条第４項の規定に基づき、特定非営利活動法人の定款の変更の認証の申請があったの

で、同条第５項において準用する同法第１０条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成２５年１月１１日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県公営企業告示第１号
次のとおり落札者を決定した。

平成２５年１月１１日

愛媛県公営企業管理者 三 好 大三郎

準に係るものを除く。）、第１１号の１１から第１２号の１１７まで、第

１３号の１６、第１３号の１７、第１３号の２４、第１３号 の８３か ら 第１３号 の

１０７まで及び第１５号から第３３号までに掲げるとおりとし、中予地

方局久万高原土木事務所長、南予地方局大洲土木事務所長、南予

地方局西予土木事務所長及び南予地方局愛南土木事務所長の専決

処理すべき事項は、同項第１号から第１１号まで、第１１号の３から

第１１号の７まで、第１１号の９、第１１号の１０（同号にあつては、浄

化槽の構造上の基準及び浄化槽工事の技術上の基準に係るものを

除く。）、第１１号の１１から第１２号の１１７まで、第１３号の１６、第１３

号の１７、第１３号の２４及び第１５号から第３３号までに掲げるとおりと

する。

３・４ 省略

準に係るものを除く。）、第１１号の１１から第１２号の１１７まで、第

１３号の１６、第１３号の１７、第１３号の２４、第１３号 の７６か ら 第１３号 の

１００まで及び第１５号から第３３号までに掲げるとおりとし、中予地

方局久万高原土木事務所長、南予地方局大洲土木事務所長、南予

地方局西予土木事務所長及び南予地方局愛南土木事務所長の専決

処理すべき事項は、同項第１号から第１１号まで、第１１号の３から

第１１号の７まで、第１１号の９、第１１号の１０（同号にあつては、浄

化槽の構造上の基準及び浄化槽工事の技術上の基準に係るものを

除く。）、第１１号の１１から第１２号の１１７まで、第１３号の１６、第１３

号の１７、第１３号の２４及び第１５号から第３３号までに掲げるとおりと

する。

３・４ 省略

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成２４年１２月２７日 特定非営利活動法人
ふれ愛ランド中島 中 島 和 也 松山市長師１２４１番地 この法人は、不特定かつ多数の市民に対して、

まちづくりや経済の活性化を通じて雇用機会の
拡大や雇用の創出を図り、この活動を通じてや
りがいの場づくり、健康増進、高齢者や女性の
社会進出・雇用の場づくり等の支援活動などを
行うとともに、観光産業や地域物産などの開発
や支援活動など経済の活性化を通じて地域の活
性化を図り、市民が元気で生き生きと生活する
社会の実現に寄与することを目的とする。

落札に係る物品等の名称及び数量
契約に関する事務
を担当する機関の
名称及び所在地

落札者を決定した日 落札者の氏名及び住所 落札金額 契約の相手方を
決定した手続 入 札 公 告 日

医療機器（人工心肺装置システム
１式）の購入（愛媛県立中央病院）

愛媛県公営企業管
理局総務課
愛媛県松山市一番
町四丁目４番地２

平成２４年１２月２１日
株式会社カワニシ松山
支店
愛媛県伊予郡砥部町重
光２４１番地３

５９，６８２，０００円 一般競争入札 平成２４年１１月９日

ページ 箇 所 誤 正

１０９６
右欄
表下
上から２行目

八幡浜土木事務所及び
八幡浜市

西予土木事務所及び西
予市

ページ 箇 所 誤 正

１１０１
右欄
表下
上から２行目

八幡浜土木事務所及び
八幡浜市

西予土木事務所及び西
予市

平成２５年１月１１日 発行

愛 媛 県 報平成２５年１月１１日 第２４３５号

１４


